指定（更新）申請書作成補助表


１　下表の太線の枠内を記入してください。
介護老人福祉施設（本体施設）
	入所定員
	直近１年間の入所定員の増減
	左記で「あり」の場合の変更期日

	
	あり・なし
	令和　　年　　月　　日


短期入所生活介護事業所（併設型）
	利用定員
	直近１年間の利用定員の増減
	左記で「あり」の場合の変更期日

	
	あり・なし
	令和　　年　　月　　日



２　下表の太線の枠内を記入してください。

介護老人福祉施設（本体施設（空床利用分を含む。））
	
	項　　目
	算　　　　　　　　式
	計算結果
	実配置人数
（常勤換算）

	Ａ
	入所者数
	前年度の平均値（毎年4月1日から翌年3月31日までの入所者延数を当該前年度の日数で除して得た数（小数点第２位以下を切り上げ））
	
	－
	－

	Ｂ
	医師
	必要数
	１
	B’
	－

	Ｃ
	生活相談員
	（Ａ＋Ｉ）÷１００（小数点以下を切り上げ），１人は常勤・専従
	
	C’
	

	Ｄ
	看護職員
	①３０≧Ａの場合　……………　１
②３０＜Ａ≦５０場合　………　２
③５０＜Ａ≦１３０の場合　…　３
④１３０＜Ａの場合　…………　３+(Ａ－１３０)÷５０　※１人は常勤，（常勤換算方法，小数点以下を切り上げ）
	
	D’
	

	Ｅ
	介護職員
	（Ａ＋Ｉ）÷３－D’（常勤換算方法，小数点以下を切り上げ）
	
	E’
	

	Ｆ
	栄養士又は
管理栄養士
	原則１

ただし入所定員が40人を超えない指定介護老人福祉施設で，他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することができる場合であって，入所者の処遇に支障がないときは０
	
	F’
	－

	Ｇ
	機能訓練指導員
	１以上
	
	G’
	－

	Ｈ
	介護支援専門員
	Ａ÷１００（小数点以下を切り上げ），1人は常勤・専従
	
	H’
	－


短期入所生活介護事業所（併設型）
	
	項　　目
	算　　　　　　　　式
	計算結果
	実配置人数

（常勤換算）

	Ｉ
	利用者数
	前年度の平均値（毎年4月１日から翌年3月31日までの利用者延数を当該前年度の日数で除して得た数（小数点第２位以下を切り上げ））
	
	－
	－

	Ｊ
	医師
	必要数
	１
	J’
	－

	Ｋ
	生活相談員
	（Ａ＋Ｉ）÷１００（小数点以下を切り上げ），１人は常勤・専従
	
	K’
	

	L
	看護職員
介護職員
	（Ａ＋Ｉ）÷３－D’（小数点以下を切り上げ）
	
	L’
	

	Ｍ
	栄養士又は
管理栄養士
	原則１

ただし入所定員が40人を超えない指定介護老人福祉施設で，他の社会福祉施設等の栄養士との連携を図ることにより当該介護老人福祉施設の効果的な運営を期待することができる場合であって，入所者の処遇に支障がないときは０
	
	M’
	－

	Ｎ
	機能訓練指導員
	1以上
	
	N’
	－



３　本体施設のみ従事する従業者一覧

	職種
	勤務形態
	氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　併設ショートのみ従事する従業者一覧

	職種
	勤務形態
	氏名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



※　書ききれない場合は，適宜複写して使用してください。なお，状況が分かるものであれば既存の資料を

添付することとしても支障ありません。







事業所番号











施　設　名











常勤の時間数


（週当たり）


　　　　　時間


(32～40時間)





※　職種により時間数が異なる場合，欄を追加して記載すること











事業所番号











施　設　名











参考（老企第40号第２の２(3)の関係部分）





②　併設事業所における所定単位数の算定(職員の配置数の算定)並びに人員基準欠如・夜勤を行う職員数による所定単位数の減算については、本体施設と一体的に行うものであること。より具体的には、 


イ　指定介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む。）の併設事業所の場合は、指定介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護の利用者数を合算した上で、職員の配置数の算定及び夜勤を行う介護職員又は看護職員の配置数を算定すること。したがって、例えば、前年度の平均入所者数７０人の指定介護老人福祉施設に前年度の平均利用者数２０人の短期入所生活介護事業所が併設されている場合は、併設型短期入所生活介護費(Ⅰ)(３：１の人員配置に対応するもの)を算定するために必要な介護職員又は看護職員は合計で３０人であり、必要な夜勤を行う職員の数は４人であること。 �　なお、ユニット型同士が併設する場合は，指定介護老人福祉施設のユニット数と短期入所生活介護事業所のユニット数を合算した上で，夜勤職員の配置数を算定すること。例えば，３ユニットの指定介護老人福祉施設に，１ユニットの短期入所生活介護事業所が併設されている場合は，２のユニットごとに夜勤職員を１人以上配置することが必要であることから，必要な夜勤職員数は２人であること。


また，ユニット型とユニット型以外が併設されている場合は，利用者の処遇に支障がなく（災害が起こった際にも利用者の安全が確保できる等），夜勤職員１人あたりの指定介護老人福祉施設の入所者数と短期入所生活介護事業所の利用者の数の合計が２０人以下である場合には，指定介護老人福祉施設と短期入所生活介護事業所の夜勤職員の兼務が認められるものであること。例えば，３ユニットで入所者数２９人のユニット型指定介護老人福祉施設に，利用者３人の多床室の短期入所生活介護事業所が併設されている場合は，必要な夜勤職員数は２人であること。





③　併設事業所における看護職員配置については、指定介護老人福祉施設として必要な看護職員の数の算定根拠となる「入所者数」には、短期入所生活介護の利用者数は含めない。すなわち、必要な看護職員数の算定については、指定介護老人福祉施設と、併設する短期入所生活介護事業所のそれぞれについて、区別して行うものとする。例えば、指定介護老人福祉施設の入所者数が５０人、併設する短期入所生活介護の利用者が１０人である場合、当該指定介護老人福祉施設に配置すべき看護職員の数は、入所者５０人以下の場合の基準が適用され、常勤換算で２人以上となり、当該短期入所生活介護事業所については、看護職員の配置は義務ではない。








